
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

        

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

（１）山口市の空き家の状況 （Ｐ６） 

令和３年に実施した空家実態調査では、平成２８年に実施した調査と比較して、空家総数は４，３３９件から

４，４５１件となり、１１２件増、率にして２．６％の増加となりましたが、特に不良度判定が最も悪く、倒壊

した場合に危険を及ぼす可能性があり、優先的に対策を行ってきた空家（ＥⅡ）については、２１１件から   

１０７件となり１０４件減、率にして４９．３％減少する結果となりました。 

（２）空き家・空き地バンク制度の展開 （Ｐ１８） 

人口減少地域において「空き家・空き地バンク制度」を徳地、阿東、仁保、秋穂二島、秋穂地域に展開してい

ます。令和５年４月末現在までに、のべ３８０件の空き家が登録され、２２１件が制度を活用して成約されてい

ます。 

                                                                            

 

（１）対応方針 （Ｐ２７） 

 所有者等の第一義的な所有者責任を前提としながら、空家等対策を実施します。 

（２）適切な管理を促進する施策 （Ｐ２７） 

① 意識の涵養や理解の増進  

  ・空家等対策計画の公表 

  ・適切な管理及び相続手続等の促進 

② 相談体制の整備・関係機関等との連携 

③ 適切な管理に関する情報の提供、助言等 

④ 適切な管理を促進するための支援等 

適切な管理を促進するための具体的な支援策として、次の事業を実施しています。 

   ➣ 空家無料相談会 

➣ シルバー人材センターとの協定による空家等管理業務の紹介 

➣ 空家等除却費用補助（老朽危険空家等除却促進事業） 

 

（１）各種統計調査結果～序章～ （Ｐ１～P１５） 

令和２年国勢調査、平成３０年住宅・土地統計調査及び令和３年山口市空家実態調査結果を反映。 

（２）特定空家等判断基準～第６章第３節３～ （Ｐ４０～Ｐ４１） 

特定空家等判断基準において、「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガ

イドライン）の修正に伴う追記と特定空家等と判断する際の原則を基準内に明記。 

（３）令和３年民法等改正～第６章第４節３～ （Ｐ５５～Ｐ５６） 

令和３年民法等の改正による制度の見直しについて新たに記載。 

（４）指標目標値～第９章第３節２～ （Ｐ６５～Ｐ６７） 

利活用不向きな空家（管理不全空家）率の目標値を再設定  見直し案    策定時 

                            ９．０％    １４．２％ 

空家等に関する各種相談の解決率を再設定   見直し案      策定時 

                        ７０％以上     ６０％以上 

 

 

（１）計画の趣旨 （Ｐ１９） 

空家等対策を効果的・効率的に推進し、総合的かつ計画的に実施するために、法に定める空家等対策計画を

平成 30 年3 月に「山口市空家等対策計画」として策定し、空き家の相談や、適正管理、除却の促進を図って

きました。今後も、空き家等の増加とともに空き家問題の深刻化が見込まれる中、総合的かつ計画的な空き家

の対策をさらに進めるため、「山口市空家等対策計画」の改定を行います。 

（２）計画の位置付け （Ｐ１９） 

法に定める「空家等対策計画」として作成するものであり、平成３０年度から１０年間を計画期間とする第

二次山口市総合計画において、空き家等対策を具現化するための「部門計画」として位置づけています。 

（３）基本的な考え方 （Ｐ２０） 

第一義的には空家等の所有者等が自らの責任により、適切に対応することが前提となります。しかしなが

ら、空家等の所有者等がその管理責任を全うしない場合においては、地域の実情に応じて空家等の有効活用や

周辺の生活環境に悪影響を及ぼす空家等については所要の措置を講ずるなど、空家等に関する対策を実施する

こととします。 

（４）対象とする地域 （Ｐ２０） 

  市全域を空家等対策の対象とする地域とします。 

山口市空家等対策計画(令和５年３月改定)【概要版】 

序章 山口市の状況 

第１章 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類 

その他の空家等に関する対策に関する基本的な方針 

第２章 計画期間               （Ｐ２３） 

 

本計画の計画期間は、平成３０年度から令和９年度までの１０年間とし、計画の見直しは必要に応じて適宜

実施します。 

第３章 空家等の把握及び調査に関する事項                                

 

（１）情報提供 （Ｐ２４） 

地域の生活環境に悪影響を及ぼしている空家等があるときは、速やかにその情報を市へ提供してもらう

ことが、空家等のもたらす問題の早期把握、早期対処につながります。 

（２）空家等に関する調査 （Ｐ２４） 

① 全体調査：「実態調査（全域調査）」、「総務省／住宅・土地統計調査」 

  ② 個別調査：「現地調査」、「所有者等調査」、「事情調査・意向調査」、「特定空家等判断調査（立入調査）」 

第４章 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

策定時からの主な見直し点 

 

 

 

（５）空家等対策の取組方針 （Ｐ２２） 

  ① 空家等対策の総合的かつ計画的な推進 

適切な管理が行われていない空家等が地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、空家

等に関する施策を多様な関係機関との連携とともに、総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と

地域の振興に寄与します。 

② 所有者等による空家等の適切な管理の促進 

空家等の管理については、所有者等に対して第一義的に、自らによる空家等の管理責任の遂行を求めます。 

所有者等が、自らの空家等の管理責任を全うしない場合には、本計画に基づく空家等に関する対策の実施そ

の他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めます。 

③ 空家等の発生の抑制  

空家等に関する対策の実施に関して周知啓発を行い、新たな空家等の発生を抑制するとともに、発生してい

る空家等については適切な管理を促進することにより、より良質で利活用が容易なものの増加を図ります。 

※第１章からの続き 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）所有者等、行政、地域、関係団体・事業者等の協働 （Ｐ６３） 

空家等の対策を推進するためには、所有者等だけでなく、行政、地域、関係団体・事業者等の協働による

対応が不可欠です。所有者等、行政、地域、関係団体・事業者等は、それぞれの役割を理解し、相互に連携

協働して空家等に関する対策に取り組むことが必要です。 

（２）空家等対策の効果の検証 （Ｐ６５） 

本市の指標の目標値は、令和８年度において次のように設定します。 

目標指標１ 「利活用不向きな空家（管理不全空家）率」の減少（令和３年度空家実態調査 ９．０％） 

      ※「利活用不向きな空家（管理不全空家）率」 

           「利活用不向きな空家（管理不全空家＝不良度判定区分Ｄ・Ｅ）」 
＝ 

空家実態調査における「空家（外観）総数」 
 

目標指標２ 「空家等に関する各種相談の解決率」７０％以上（平成２５～令和３年度 累計 ６７．９％） 

※空家等に関する各種相談の解決率 

                 「市の対応により課題が解決した案件数」 
＝ 

市へ相談が寄せられる「管理不全な空家等の総数」 

 

 

 

 

 
 

（１）対応方針 （Ｐ３２） 

 中古住宅市場での流通の促進や、所有者等と活用希望者の接点の創出を目指します。 

（２）空家等の活用を促進する施策 （Ｐ３２） 

① 市場への流通の促進：利活用促進のための啓発、不動産関連団体等との連携・協定による相談窓口拡

充、空き家・空き地バンク制度等による市場流通のための環境整備に努めます。    

② 情報発信、ニーズ喚起：不動産関連団体等と連携の上、利活用可能性の検討、事業者との利活用事例の 

共有、市ホームページや移住情報冊子等による市内外への情報発信に取り組みます。 

③ 公益的な利活用：市で直接利活用するだけでなく、地域住民、福祉や介護等の事業者による利活用の検 

討を誘導することで、利活用機会の拡大に努めます。 

④ 空家等の活用を促進するための支援等：空家等の活用を促進するための具体的な支援策として、次の事 

業を実施しています。 

➣ 「空き家・空き地バンク制度」 

➣ 「空き家活用地域活性化事業」 

➣ 不動産事業者団体との協定による市場への流通促進 

➣ 中心商店街の空店舗（空家）活用促進 

（３）空家等の跡地の活用を促進する施策 （Ｐ３５） 

① 市場への流通の促進：家屋の適切な登記や維持管理、将来計画の検討等について、無料相談会の実施、

各種広報手段等を通じ意識啓発に努めます。 

② 情報発信、ニーズ喚起：空家等の所在、状態、所有者等の状況等に応じ必要な情報を提供します。 

③ 公益的な利活用：「（２）－ ③」 参照 

④ 空家等の跡地の活用を促進するための支援等：空家等の跡地の活用を促進するための具体的な支援策と

して、次の事業を実施しています。 

   ➣ 空家無料相談会 

   ➣ 「空き家・空き地バンク制度」 

 

 

 

 

 

 

 

                                      （Ｐ５７） 

（１）山口市の総合相談窓口  

山口市地域生活部生活安全課空家対策室 

（２） 市民無料法律相談  

開催日時：原則毎月最終週の水曜日 １３：３０～１６：００の間で、１人１５分程度 

申し込み：市広報広聴課市民相談室  

（３）関係団体の相談窓口 

(公社)山口市シルバー人材センター、(一社)山口県宅建協会山口支部、(公社)全日本不動産協会山口県 

本部、山口地方法務局、山口県土地家屋調査士会、山口県司法書士会、山口県弁護士会 

第５章 空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項 

第７章 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

 

（１）山口市の組織 （Ｐ５９） 

① 山口市空家等対策協議会･･･法第７条第１項に規定する協議会、市の付属機関として設置 

② 山口市空家等対策連絡会議･･･空家等に関する施策を総合的に推進する庁内組織 

③ 山口市空家等対策連絡会議幹事会･･･空家等対策連絡会議内の作業を行う庁内組織 

④ 担当部署 

生活安全課（空家対策室）、開発指導課、都市計画課、環境衛生課、資産税課、定住促進課、協働推進

課、道路河川管理課、地域福祉課、消防本部予防課、中心市街地活性化推進室 

第８章 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

 

（１）条例等に基づく措置 （Ｐ３８） 

① 空家等対策計画の作成（「山口市空家等対策の推進に関する条例」第４条第１号） 

② 空家等対策協議会の設置（同条例第６条第１項） 

③ 緊急安全措置（同条例第７条第１項） 

④ 代執行を行おうとする際の市空家等対策協議会への意見聴取（同条例施行規則第７条第１項） 

（２）法に基づく措置 （Ｐ３８） 

① 立入調査（法第９条第２項）Ｐ３９  ② 助言又は指導（法第１４条第１項）Ｐ４６ 

③ 勧告（法第１４条第２項）Ｐ４７   ④ 命令（法第１４条第３項）Ｐ４８ 

⑤ 代執行（法第１４条第９項）Ｐ５０  ⑥ 略式代執行（法第１４条第１０項）Ｐ５２ 

（３）他の法律に基づく措置等 （Ｐ５３） 

  ① 各法律の目的に沿った措置 

建築基準法、道路法、消防法、災害救助法、災害対策基本法などに基づく措置 

② 民法等による措置等 

・不在者財産管理人の選任申立（民法第２５条～第２９条） 

・相続財産清算人の選任申立（民法第９５１条～第９５９条） 

 

 

 

第６章 空家等及び特定空家等に対する措置その他の対処に関する事項 
第９章 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

 

③ 令和３年民法・不動産登記法改正、相続土地国庫帰属法 

・登記制度の見直し 

・土地利用規律の見直し          今後これらの制度を活用するための検討が必要 

・土地を手放すための制度の創設 

※第６章からの続き 


